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同友会景況調査報告（DOR）
（2026年1〜3月期）

景況感やや改善も、先行きに不安
イラン情勢次第で深刻化も

〔概要〕
今期の景況は、業況水準 DI を除く主要指標でやや改善した。業況判断 DI（「好転」-「悪化」

割合）は 1 → 3、足元の景況を示す業況水準 DI（「良い」-「悪い」割合）は 3 →△ 1、売上高

DI（「増加」-「減少」割合）は 5 → 10、経常利益 DI（「増加」-「減少」割合）は△ 1 → 2 となっ

た。業況判断 DI を業種別に見ると、製造業（△ 5 → 1）と流通・商業（△ 9 →△ 3）で改善、

建設業（12 → 11）はほぼ横ばい、サービス業（9 → 6）は悪化した。次期（2026 年 4 〜 6 月

期）は業況判断 DI が 3 →△ 3、業況水準 DI が△ 1 →△ 3、売上高 DI が 10 → 6、経常利益 DI

が 2 →△ 1 と、すべて悪化、売上高 DI 以外マイナス圏を予測。次期業況判断 DI では、全業種

が悪化の見通しで、力強さを欠いている。

経営上の問題点は「仕入単価の上昇」（44%）と「人件費の増加」（43%）が突出している。

こうした中「生成 AI のプロジェクトチームを設立し、事業計画書、作業計画書、社員個別デー

タを加味した個別共育プランの策定、見積作成プログラム作成など生産性向上に挑戦。新規事

業もローンチした（東京、管工事業）」など、AI や DX を収益創出につなげようとする前向きな

動きも見られる。

慢性的な人手不足にコスト増、金利上昇に加え、イラン・中東情勢次第で原油高による物価

上昇や原材料・諸製品の供給不足がさらに進み、世界的な景気悪化の可能性もある。状況は混

沌とし、経営の舵取りは難しさを増している。今後の経営環境変化を精査しつつ、価格転嫁の

徹底、人材戦略、現場起点の生産性向上を経営指針に据え、攻め（売上アップ）と守り（コス

ト管理）を両立させる挑戦が、厳しい経営環境を乗り切るための土台となる。

〔調査要領〕
 2026 年 3 月 1 〜 15 日

中小企業家同友会会員
郵送により自計記入を求めた

        2,280 社より 875 社の回答をえた（回答率 38.38%）
（建設 161 社、製造業 253 社、流通・商業 223 社、サービス業 227 社、その他 11 社）

    ①役員を含む正規従業員　38.03 人　　	
②臨時・パート・アルバイトの数　28.88 人

調 査 時
対 象 企 業
調 査 の 方 法
回 答 企 業 数

平 均 従 業 員 数

（1）
（2）
（3）
（4）

（5）
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【DOR の眼】

会長「談話」と中小企業、同友会
中同協企業環境研究センター　座長　植田 浩史　

2026 年、広浜泰久・中小企業家同友会全国協議会（中同協）会長による 2つの会長談話と連合の

芳野会長との共同談話が発表されました。会長談話は、アメリカによるベネズエラへの武力攻撃に対

し「国連憲章・国際法に基づく平和的な問題解決を」＊1（1 月 9 日）、アメリカ・イスラエルによる

イラン攻撃について「軍事紛争の早期終結と国際秩序の回復を」＊2（3月 6日）の２つで、それぞれ

事態発生の直後に出されました。また、春闘の山場を越えた 3月 24 日には、連合の芳野会長ととも

に「中小・小規模事業者の公正取引と持続的に物価を上回る賃上げができる環境整備に向けた共同談

話」＊3 が発表されました。

よく知られているように、現在の中小企業家同友会の礎は、第二次世界大戦後の混乱の中で始まっ

た中小企業運動でした。戦争中の統制経済に苦しんだ多くの中小企業が当時共有していたのは「中小

企業は平和な社会でのみ繁栄を続けることができる」という思いでした。1957年の東京を始め、全国

で誕生した同友会にもこうした理念は引き継がれました。今日でも平和を大切にする理念は中同協総

会で確認され、「中小企業の経営を守り安定させ、日本経済の自主的・平和的な繁栄をめざす」ことが

同友会活動の目的の一つとして重視されています。従来の国際秩序が崩れ、エネルギーなどの価格が

高騰し、さらに物資不足をも引き起こすなど、中小企業の経営環境を大きく動揺させかねない最近の

状況において、中小企業の立場から平和と国際秩序を求めるメッセージは貴重なものとなっています。

また、春闘の結果大手企業の賃上げが進む一方、物価上昇により実質賃上げがなかなか実現できな

いなか、「中小受託取引適正化法（取適法）」施行をきっかけに中小企業の賃上げ実現に向けた環境整

備を強く訴えた、連合会長との共同談話も力強いものでした。「労使見解」の存在と実践、自立的・

自律的な中小企業づくり、国民や地域とともに歩む中小企業づくり、そして連合などとの長年にわた

る協働の蓄積が、共同談話に結び付いていきました。

こうした談話は、同友会会員はもちろん、国内の多くの中小企業や中小企業経営者が望んでいるこ

とです。会長談話は日本経済の多くを占める中小企業の思いを代表しています。同友会が一貫して追

求してきた中小企業の立場からの発想、「自主・民主・連帯」、人間性・科学性・社会性の追求による

経営と運動の実勢の積み重ねが、こうした談話によるメッセージにつながっています。

談話が相次いで発表されるというのは、時代環境として決していい状態とは言えません。しかし、

こうした時代だからこそ、談話に込められた同友会の理念や思いをあらためて受け止めるとともに、

こうした時代に対応した中小企業づくりも同時に考えていくのが同友会です。今回のDORで示した

ように、予断を許さない状況ですが、それだけに同友会の学びを活かし、変転する経営環境をしっか

り見つめ、真摯に経営に向き合い、道を切り拓いていただきたいと思います。

＊1　「アメリカによるベネズエラへの武力攻撃についての会長談話」（2026年 1月9日）https://www.doyu.jp/news/2026/0109/post-41175
＊2　「アメリカ・イスラエルによるイラン攻撃についての会長談話」（2026年 3月6日）https://www.doyu.jp/news/2026/0306/post-42386
＊3　「中小・小規模事業者の公正取引と持続的に物価を上回る賃上げができる環境整備に向けた共同談話」（2026年 3月24日）https://www.doyu.jp/news/2026/0325/post-33449



— 3 —

景況感やや改善も、先行きに不安　イラン情勢次第で深刻化も
2026年1〜3月期

［Ⅰ］業況………………………………………………………………………………………………………………… 4
〔国内外情勢〕…………………………………………………………………………………………………………… 4

世界を震撼させたトランプ政権の武力攻撃 21 世紀の新たな石油危機の懸念
トランプ関税に違憲判決
日本銀行、政策金利を据え置き、利上げ路線を継続
2026 春闘は高い水準で回答　中小企業の賃上げは ?

〔概況〕…………………………………………………………………………………………………………………… 6
業況判断は前期並み、業況水準は水面下へ下落
次期は業況判断 DI、業況水準 DI ともに水面下へ下落の見通し

〔売上高〕………………………………………………………………………………………………………………… 8
売上高は5 ポイントの上昇

〔経常利益〕……………………………………………………………………………………………………………… 8
経常利益は改善し水面上へ
採算水準は前期並みだが、業種地域、規模間で異なる動き

［Ⅱ］金融・物価… ……………………………………………………………………………………………………10
〔金融動向〕………………………………………………………………………………………………………………10

資金繰りの余裕超過幅わずかに失われる
借入金利の上昇圧力が一気に高まる

〔物価動向〕……………………………………………………………………………………………………………… 11
仕入単価の上昇圧力が強まる
売上・客単価は前期同様の水準続く

［Ⅲ］生産性・雇用……………………………………………………………………………………………………… 12
　　  〔生産性〕…………………………………………………………………………………………………………… 12

1 人当たり売上高 DI、1 人当たり付加価値 DI は、共にプラス側でほぼ横ばい
　　  〔雇用〕… …………………………………………………………………………………………………………… 13

正規従業員数 DI、臨時・パート・アルバイト数 DI、ほぼ横ばいで推移
人手不足感強まる　～企業規模が大きくなるほど不足感

［Ⅳ］設備投資…………………………………………………………………………………………………………… 15
設備投資の実施割合は少し上昇、建設業で大幅上昇
設備投資目的は「能力増強」が建設業とサービス業において大幅上昇
計画なしの理由は「当面は修理で切り抜ける」が最多
地域経済圏別、企業規模別の動向　　
設備の不足感は強まる、特に製造業、100 人以上において不足感は強まる　　

［Ⅴ］業種別動向………………………………………………………………………………………………………… 17
（a）建設業… ……………………………………………………………………………………………………… 17

中東情勢の緊迫化、仕入単価の動向に注視
建設 4 業種、次期見通しは全業種で悪化

（b）製造業… ……………………………………………………………………………………………………… 19
景況は持ち直し、水準はマイナス
製造業 8 業種間の景況感にばらつき
イラン軍事衝突もあり先行きには不安も

（c）流通・商業… ………………………………………………………………………………………………… 21
今期の主要指標は改善傾向が見られたが、次期は悪化見通し
運輸業で改善、不動産・物品賃貸業の不振と対照的な動き

（d）サービス業… ………………………………………………………………………………………………… 22
業況判断、業況水準は悪化、売上高、経常利益は上昇
今期は専門サービス業の停滞が顕著
資金繰はコロナ禍の窮屈さに匹敵

［Ⅵ］経営上の問題点…………………………………………………………………………………………………… 24
「仕入単価の上昇」と「金利負担の増加」の懸念が広がる
建設業と製造業で「仕入単価の上昇」が一段と高まる
北陸・中部では「人件費の増加」が再び深刻化
20 人以上 100 人未満で「仕入単価の上昇」が拡大

［Ⅶ］経営上の力点……………………………………………………………………………………………………… 27
全体動向：先行き不透明感の強まりを背景に、財務体質強化を重視する傾向が強まる
業種別の動向
企業規模別の動向：100 人未満を除く各層で「財務体質強化」が強まる

回答企業の「経営上の努力（記述回答）」から……………………………………………………………………… 30
2026 年 1 〜 3 月期　DOR オプション調査　ＤＯＲ回答企業の「2025 年度の設備投資」について… …………………… 31



— 4 —

世界を震撼させたトランプ政権の武力攻撃 21 世紀の新たな石油危機の懸念
2026 年初の世界を震撼させたのが、アメリカのベネズエラ首都への武力攻撃とマドゥロ大統領夫妻の

拉致、アメリカへの連行だった。さらに、3月にはイスラエルとともにイランへの軍事攻撃を行い、最高

指導者を殺害した。イランへはその後も何度も攻撃を繰り返し、政府や軍の要人の殺害を行い、イラン

側も対抗のため湾岸地域、中東地域の米国関連施設や米国同盟国への攻撃が続いている。原油原産地域

での戦闘、イランによるホルムズ海峡閉鎖によって原油価格は急騰し、世界経済に大きな混乱をもたら

した。

IMF（国際通貨基金）は1月の世界経済見通しでは26年の成長率を3.3%と見込んでいたが、ゲオル

ギエバ専務理事はエネルギー価格が10%上昇するごとに世界のインフレ率が0.4ポイント押し上げられ、

成長率が0.1〜 0.2ポイント押し下げられるとの見方を示した（『日本経済新聞』3月14日付）。国際エネ

ルギー機関（IEA）ピロル事務局長は、原油備蓄体制が十分でない新興国・途上国の世界経済に占める

比重が高まっていること、ペルシャ湾岸諸国への需要がガス・原油以外にナフサ、半導体生産に不可欠

なヘリウム、硫黄、尿素など多様であることから中東情勢の「深刻さ、過去と全く違う」とした（『日本

経済新聞』3月26日付）。

アメリカのベネズエラやイランへの攻撃は、広浜泰久・中同協会長談話（2頁のURL参照）にもある

ように、国連憲章や国際法に反するものであり、国際秩序の崩壊につながりかねない。中東での紛争の

継続・拡大は原油価格の高騰や供給不足のみならず、世界的なエネルギー価格全体の高騰、原油由来製

品の価格高騰・供給難が進み、エネルギー価格高騰は諸物価の高騰、様々な物資・商品のサプライチェ

ーンに影響し、「21世紀の新たな石油危機」となる可能性もある。4月に入り停戦合意に向けた動きが見

られるものの、今後も最大限の注意が必要となる。

トランプ関税に違憲判決
米連邦最高裁は2月20日、トランプ関税の合憲性が争われた訴訟で、米国が各国・地域に課した相

互関税などを違憲と判断した。トランプ大統領は即座に「1974 年通商法 122条」に基づき10%の関税

を発動する代替措置を表明した。日本へは15%の相互関税は廃止され、新たに10%の関税となる。トラ

ンプ大統領は、「通商法 301条」や「通商拡大法 232条」の活用を検討しており、2026 年は新たな関税

〔Ⅰ〕業況

［国内外情勢］
※本文中、DI 値で特に断りのない場合は、水準値以外は前年同期比です。

米トランプ政権によるイラン攻撃に端を発した中東情勢の変化は、原油以外にもナフサなどの
価格高騰、供給難を招き、世界経済に大きな影響を与えた。今後の状況次第では物価高騰、物資
供給難、企業業績悪化が循環する「21世紀の新たな石油危機」の可能性もあり、注視しなければ
ならない。また、トランプ関税への米最高裁の違憲判決に対し、トランプ政権は新たな仕組みで
の関税政策を検討しており、こちらも予断を許さない。
国内では、日銀が3月は利上げを見送ったものの、利上げ路線を継続し、その準備を進めてい

る。中東情勢とその影響を配慮しながら4月以降の利上げに臨むことになる。
2026春闘では大手企業で満額回答が続き、5%を超える賃上げとする企業も多かった。25年の

実質賃金が低下する中、26年での実質賃金上昇の実現には中東情勢による物価高が大きく関係す
る。中小企業では「賃上げ限界」とするところも多く、価格転嫁の実施がカギとなっている。
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DOR全国(業況水準DI) 短観（全規模） 短観（大企業）

短観（中堅企業） 短観（中小企業） 中小企業庁

Ⅰ（1～3月）、Ⅱ（4～6月）、Ⅲ（7～9月）、Ⅳ（10～12月）

※ＤＯＲ業況水準は1994年10～12月期より

ＤＯＲ、日銀短観（全規模、大企業、中堅企業、中小企業）、中小企業庁DOR、日銀短観（全規模、大企業、中堅企業、中小企業）、中小企業庁

問題に留意しなければならない。

日本銀行、政策金利を据え置き、利上げ路線を継続
日本銀行は3月19日の金融政策決定会合で、政策金利を0.75%程度に据え置くことを決定し、緊迫

する中東情勢に注意が必要としつつ、利上げ路線を継続していく姿勢を示した。その後も3月月末にか

けて日銀は、需給ギャップの再推計を行い、2022年 1〜 3月以降は需要超過のプラス圏で推移し、日本

経済は「需要超過」という政府の認識と一致させるなど、利上げへの「地ならし」を進めている（『日本

経済新聞』3月31日付）。もっとも、中東情勢次第で、4月会合で利上げを決定するかどうかはまだ予断

を許さない状態である。

2026 春闘は高い水準で回答　中小企業の賃上げは ?
厚生労働者は2月9日、2025 年の実質賃金が前年より1.3%減り、4年連続で実質賃金がマイナスと

なっていたことを発表した（「毎月勤労統計調査」速報）。名目賃金は24年 2.8%、25年 2.3%と 2年連

続で 2%を超えたものの物価上昇に追いつかなかった。

2026 年春季労使交渉が3月18日に集中回答日を迎え、トヨタ自動車、日立製作所など主要製造業の

6割超が組合側の賃上げ要求に満額回答し、5%以上の賃上げも相次いだ。

一方、中小企業はここ数年間の賃上げによって「賃上げ限界」にあるともされている（『毎日新聞』3

月19日付）。政府は適正な価格転嫁を促そうと約 22年ぶりに下請法を抜本改正し、2026 年 1月に中小

受託取引適正化法（取適法）を施行するなど、中小企業の賃上げ条件の改善に努めてきたものの、賃上

げや物価高に対する価格転嫁は十分とは言いがたい。今後の中東情勢によるさらなる物価上昇が価格転

嫁にどのように反映されていくのか、注目される。

※ DOR 業況水準（「良い」－「悪い」割合、 前年同期比）は 1994 年 10 ～ 12 月期より
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［概況］

今期の主要指標は、売上高DIや経常利益DIは上昇しているもの、業況水準DIは水面下へ下落し
ており、交錯した様相を呈している。業況判断DIは 1→ 3とわずかに上昇しているものの、業況水
準DIは 3→△1と水面下へ下落している。売上高DIは 5→ 10と上昇している。経常利益DIは△
1→ 2と水面上へ上昇している。採算水準DIは 39→ 39と横ばいとなっている。
次期については、業況判断DIは 3→△ 3と今期より下落、業況水準DIも△1→△ 3と今期よりわ
ずかに下落見通しである。売上高DIも10→ 6、経常利益DIも2→△1と下落の見通しとなっている。

業況判断は前期並み、業況水準は水面下へ下落
今期（2026 年 1〜 3月期）の調査結果について、はじめに業況判断DIと業況水準DIについて見て

みよう。

業況判断DI（「好転」-「悪化」割合）は1→ 3と、2ポイントのわずかな上昇となっており、前期

とほぼ同水準といえる。その内訳については、「好転」は、25→ 27と前期とほぼ同水準。「悪化」は、

24 → 25 とこちらも前期

並みの水準。「横ばい」は、

51→ 48と前期より減少と

なっている。

業種別では、業況判断

DIは、建設業では12→ 11

と横ばい。製造業では△

5→ 1へ上昇。流通・商業

では△9→△3へ上昇。サー

ビス業では 9→ 6へ下落と

なっている。このように今

期の業況判断DIは、製造業、

流通・商業で上昇し、サー

ビス業で下落している。

足元の景況を示す業況水

準DI（「良い」-「悪い」割合）

は、3→△ 1と、4ポイント

の下落となっている。この

下落により、今期の業況水

準DIは水面下の水準となっ

てしまった。

業種別では、業況水準DI

は、建設業では17→ 10 へ

下落。製造業では△ 7→△

10へ下落。流通・商業では

△ 8→△ 7と横ばい。サー

ビス業では 14 → 4 へ下落

となっている。このように
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業況水準DIは、建設業、製

造業、サービス業で下落し

ている。

地域経済圏別の業況判断

DI は、大都市圏では、関

東が 6→ 6、北陸・中部が

△ 1→ 3、近畿が△ 5→△

2。地方圏では、北海道・東

北が△ 2→ 4、中国・四国

が5→ 12、九州・沖縄が△

1→△ 6となっている。

業況水準 DI は、大都市

圏では、関東が0→ 1、北陸・

中部が△ 1→△ 6、近畿が

6→△ 7。地方圏では、北

海道・東北が5→ 7、中国・

四国が 4→ 2、九州・沖縄

が4→△ 2となっている。

企業規模別の業況判断DI

は、20 人未満が△ 2 →△

1、20 人以上 50 人未満が

8→ 3、50 人以上 100 人未

満が△ 6→ 11、100 人以上

が△ 3→ 19となっている。

企業規模別の業況水準DI

は、20 人未満が△ 4 →△

11、20 人以上 50 人未満が

7→ 2、50 人以上 100 人未

満が15→ 13、100人以上が7→ 29となっている。

以上のように、今期は業況水準DIと業況判断DIとで、異なる方向への変化を示している。

次期は業況判断 DI、業況水準 DI ともに水面下へ下落の見通し
次期 2026 年 4〜 6月期は、業況判断DIは 3→△ 3、業況水準DIは△ 1→△ 3と、いずれも水面下

への下落の見通しとなっている。業種別の次期見通しは、業況判断DIは、建設業が11→ 3、製造業が

1→△ 2、流通・商業が△ 3→△ 11、サービス業が6→ 0となっている。

業況水準DIの業種別の次期見通しは、建設業が10→ 8、製造業が△ 10→△ 10、流通・商業が△

7→△ 11、サービス業が4→ 7となっている。

前掲のとおり今期は業況水準DIと業況判断DIとで、異なる方向への変化を示していたが、見通しの

数値はいずれも水面下への下落を示しており、先行きは明るいとはいえない。今後の情勢に充分に注意

を払う必要がある。
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経常利益は改善し水面上へ
今期の経常利益DI（「増加」-「減少」割合）は、全業種では△1→ 2と、3ポイントの上昇となった。

上昇幅は僅か3ポイントであるが、この上昇によって経常利益DIは水面上へ浮上している。

業種別の経常利益DIでは、建設業が2→ 2と横ばい。製造業が0→ 3へ上昇。流通・商業が△ 3→

△ 3と横ばい。サービス業が△1→ 6へ上昇し、プラス圏に浮上した。今期は、製造業、サービス業で

上昇し、建設業、流通・商業で横ばいとなっている。

地域経済圏別の経常利益DIでは、大都市圏では、関東が△6→ 2、北陸・中部が△2→△2、近畿が

1→10。地方圏では、北海道・東北が1→9、中国・四国が6→ 4、九州・沖縄が△4→△7となっている。

企業規模別の経常利益DIでは、20人未満が△ 5→ 0、20人以上 50人未満が5→ 3、50人以上 100

人未満が2→△ 1、100人以上が△1→ 16となっている。

次期の経常利益DIの見通しは、全業種では2→△ 1と、今期より下落の見通しである。下落幅は小

さいものの、水面下への下落となる見通しである。

業種別の経常利益DIの見通しは、建設業が2→△ 3、製造業が 3→ 2、流通・商業が△ 3→△ 11、

サービス業が6→ 6となっている。このように経常利益DIの次期の見通しは、建設業、流通・商業で今

期より下落の見通し、製造業、サービス業で今期並みの見通しである。

［経常利益］

［売上高］
売上高は 5 ポイントの上
昇
今期の売上高DI（「増加」

-「減少」割合）は、全業

種では 5→ 10と、5ポイ

ントの上昇となった。

4業種別では、建設業が

5→ 8 へ上昇、製造業が

3→ 8へ上昇、流通・商業

が△ 1→ 7 へ上昇、サー

ビス業が 12 → 16 へ上昇

となっている。このように

今期の売上高DIは、4業

種すべてで上昇している。

地域経済圏別では、大都市圏では、関東が7→ 12、北陸・中部が4→ 10、近畿が 4→ 15。地方圏では、

北海道・東北が2→ 8、中国・四国が11→ 13、九州・沖縄が1→ 2となっている。

企業規模別では、20 人未満が 0 → 6、20 人以上 50 人未満が 5 → 11、50 人以上 100 人未満が

11→ 17、100人以上が22→ 26となっている。

次期の売上高DIの見通しは、全業種では10→ 6と、今期より下落の見通しである。

4業種別の売上高DIの見通しは、建設業が8→△ 1、製造業が8→ 9、流通・商業が7→△ 2、サー

ビス業が16→14となっている。このように売上高DIの次期の見通しは、製造業で上昇の見通し、建設業、

流通・商業で下落の見通し、サービス業で今期並みの見通しである。
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採算水準は前期並みだが、
業種地域、規模間で異な
る動き
採算水準DI（「黒字」-「赤

字」割合）は、39→ 39と、

横ばいとなっている。業種

別の採算水準DIでは、建設

業が45→ 43と横ばい。製

造業が31→ 28へ下落。流

通・商業が42→40と横ばい。

サービス業が41→ 43と横

ばいとなっている。採算水

準DIについては、製造業

のみ下落し、建設業、流通・

商業、サービス業で横ばい

となっている。

地域経済圏別の採算水

準DIでは、大都市圏では、

関東が30→ 45、北陸・中

部が 45 → 31、近畿が 39…

→ 46。地方圏では、北海道・

東北が44→ 41、中国・四

国が38→ 35、九州・沖縄

が37→ 40と関東と北陸・

中部で対照的な動きを見せ

た。

企業規模別の採算水

準 DI では、20 人未満が

28 → 27、20 人以上 50 人

未満が 44 → 45、50 人以

上 100 人未満が 64 → 56、

100 人以上が 59 → 68と、

100 人以上のみ改善となっ

ている。
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〔Ⅱ〕金融・物価

［金融動向］

資金繰りはわずかに悪化した。とくにサービス業の余裕超過幅がかなり縮小している。今期では、
長短資金とも借入金利の上昇圧力が大きく高まった。引き続き金利の上昇が続くか否かは、「原油問題」
が景気に与える影響次第だが、利払い負担の影響が出る前に、コスト増を回収できる体質、手元資金
が減りにくい構造への転換を試みることが求められる。

資金繰りの余裕超過幅わずかに失われる
今期の資金繰りDI…（「余裕」−「窮屈」割合）は、前期よりもわずかに余裕超過幅が縮小して 10と

なった。

業種別にみると、サービス業（16→ 9）の資金繰り余裕感がかなり失われている。また、製造業（6→ 2）、

流通・商業（18→14）でもわずかに余裕超過幅が縮小したが、建設業（21→19）は前期並みの水準であった。

地域経済圏別では、中国・四国（18→ 4）および近畿（12→ 4）の資金繰り余裕感がかなり大きく

悪化したことが注目される。九州・沖縄（14→ 9）でも悪化幅が大きかった。対照的に、北海道・東

北（12→ 18）では資金繰り余裕感がかなり改善している。関東（8→ 8）は前期同様の水準が続いた。

企業規模別では、20人未満（2→△ 3）の資金繰りが窮屈超過に転じた点が特筆される。20人未満

の企業では、余裕超過と窮屈超過を繰り返す状況が 1年以上続いている。それ以外の企業規模につい

ては、大幅な余裕超過が続いているが、今期では 20人以上 50 人未満（27→ 20）の余裕超過幅がか

なり縮小する一方、100 人以上（26→ 32）の余裕超過幅が拡大する対照的な結果となった。

借入金利の上昇圧力が一気に高まる
1年にわたって落ち着きをみせてきた長短金利だが、昨年末の政策金利の引き上げと、それに伴う市

場金利の上昇を背景に急上昇し、36年ぶりの高水準を記録している。

短期資金の借入金利DI（「上昇」−「低下」割合、前期比）は、前期から19ポイント上昇して 63

となった。業種別にみると、製造業（45→ 66）の上昇幅および上昇圧力が大きかったのをはじめ、建

設業（47→ 64）、流通商業（45→ 62）、サービス業（39→ 56）でもかなり大幅な上昇がみられる。企

業規模別では、20 人未満

（40 → 54）以外の企業規模

で 20ポイントを上回る上昇

圧力の高まりが確認できる。

なかでも50人以上 100 人未

満（44→ 68）の上昇圧力が

極めて大きかった点が特筆さ

れる。

長期資金の借入金利 DI

（40→ 56）もかなり大きな上

昇圧力に見舞われている。業

種別では、製造業（44→ 60）

をはじめ、建設業（38→ 58）、
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流通・商業（38→ 52）、サービス業（39→ 52）でもDIが 50台を記録している。企業規模別では、50

人以上 100人未満（44→ 65）をはじめ、すべての企業規模でかなり大きな上昇圧力を受けている点が

確認される。

こうした金利環境の変化にもかかわらず、資金の借入難度DI（「困難」−「容易」割合）は、短期資金（△

26→△ 26）、長期資金（△ 25→△ 26）とも前期並みの水準で推移した。借入金の有無（「有り」の割合）

も78.5%と、前期とほぼ同様の割合となったが、借入金のある企業の借入金の増減DI（「増加」-「減少」

割合）をみると、短期資金の減少割合がかなり減っている。とくに建設業と製造業でその傾向が強い。

昨今の「原油問題」に起因するインフレ加速懸念は、短期的には中央銀行の利上げ判断を慎重化させ

る可能性がある。しかし中長期的には、物価の高止まりへの対応として利上げを促す要因となりうる。現

状では、銀行が利ざやを確保しやすく、公的支援によって金融環境も下支えされているため、企業の借

入難度は大きく変化していない。とはいえ、将来的な利払い負担の増加を見据えれば、企業にはコスト

増を価格転嫁できる体質と、手元資金が減りにくい収益構造への転換が求められる。

［物価動向］

仕入単価の上昇圧力が再び高まる一方、売上・客単価は前期同様の水準が続いたことで、両者の
差が拡大している。価格転換がスムーズに進んでおらず、収益の下押し要因になっているほか、原
材料不足という実体経済のボトルネックが再燃するリスクも高まっている。金利上昇に加え、仕入
価格の高騰、原材料不足の懸念という「三重苦」が顕在化しつつある。

仕入単価の上昇圧力が強まる
仕入単価の上昇圧力が再び強まっている。仕入単価DI（「上昇」−「下降」割合）は、前期から7ポ

イント上昇して70となった。

業種別では、製造業（59→ 72）とサービス業（55→ 61）で仕入単価の上昇圧力がとくに大きかったが、

建設業（78→ 80）、流通・商業（65→ 69）でもわずかに上昇圧力が強まっている。地域経済圏別では、

北海道・東北、関東は前期並みであったものの、北陸・中部（64→ 74）、近畿（62→ 74）、中国・四国（65→ 74）

ではかなり強い上昇圧力が確認される。企業規模別では、20人未満（63→ 70）、20人以上 50人未満

（63→ 70）、50人以上 100

人未満（61→ 66）で仕入

単価の上昇圧力が大きく

高まったものの、100人以

上（72→ 73）は前期並み

の水準が続いた。

売上・客単価は前期同
様の水準続く
売上・客単価は前期同

様の水準が続き、売上・

客単価DI（「上昇」−「下

降」割合）は45となった。

業種別にみると、サー
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ビス業（36→ 40）でわずかに上昇圧力が高まったものの、建設業（51→ 53）と製造業（39→ 41）は

前期並みにとどまり、流通・商業（56→ 49）では売上・客単価が大幅に低下する事態が生じている。地

域経済圏別では、北海道・東北（41→ 47）および近畿（46→ 52）で単価の上昇がみられたものの、関

東（48→ 39）と中国・四国（46→ 42）では売上・客単価の上昇圧力が弱まる結果となった。また企業

規模別では、20人以上 50人未満（40→ 46）、50人以上 100 人未満（43→ 49）で単価が上昇したが、

20未満（45→ 42）と100人以上（61→ 57）では上昇圧力が低下するなど対照的な動き見られた。

次期には仕入単価の上昇圧力がやや和らぐとの見方もあるが、楽観は禁物である。「原油問題」が中小

企業経営に与える影響は、価格上昇だけにとどまらず、原材料不足など供給面のボトルネックを生じさせ、

企業活動の制約要因となりうる。その影響は、数年前のウッドショックや半導体不足よりも広範で深刻な

ものとなる可能性もある。加えて、仕入単価の上昇に対して売上や客単価は十分に伸びておらず、価格

転嫁が進んでいない。金利上昇、仕入価格の高騰、原材料不足――いわば「三重苦」の状況である。こ

うした環境では、「耐える経営」だけでは持続しない。企業には、提供する価値を見直し、競争力の源泉

として再定義する戦略が求められている。

〔Ⅲ〕生産性・雇用

　1人当たり売上高DI（8→ 9）、1人当たり付加価値DI（7→ 7）は、共にプラス側でほぼ横ばいとなっ
ている。業種別ではサービス業で上昇した。経営上の努力では、DX化の推進、業務内容の見直し
による業務の効率向上に向けた取り組み等、売上高や付加価値を上げるための様々な取り組みにつ
いて触れるコメントも多く見られた。

［生産性］

1 人当たり売上高 DI、1 人当たり付加価値 DI は、共にプラス側でほぼ横ばい
1 人当たり売上高DI（「増加」-「減少」割合）は、8→ 9と 8期連続でプラス側（「増加」水準）

を推移している。業種別にみると、建設業は 9→ 9、製造業は 5→ 6とほぼ横ばい、サービス業は

13→ 17→ 13→ 18とプラ

ス側でアップダウンを繰

り返している一方、流通・

商業は 8 → 7 → 5 → 4と

勢いが弱まってきている。

企業規模別にみると、

前期で 0 → 6とおよそ 1

年ぶりに勢いを取り戻し

た 20 人未満が今期では 5

とほぼ横ばい。20 人以上

50 人未満も 9 → 11 とほ

ぼ横ばいで推移している。

前期で 5→ 24と大幅に増

加した 100 人以上は、今
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期で18とわずかに勢いが弱まった。一方、前期で14→3と勢いが弱まっていた50人以上100人未満は、

今期で12と勢いを取り戻している。

1人当たり付加価値DIも、1人当たり売上高DIと同様に 7→ 7と横ばいで推移している。業種別に

みると、建設業は 4→ 3、前期で△ 2→ 8とプラス側に転じた製造業が今期では 4と、プラス側ではあ

るもののわずかに勢いを失っている。流通・商業は1→ 2とほぼ横ばいで推移している。一方、サービ

ス業は11→ 18と勢いを増している。

企業規模別にみると、20人未満が 4→ 5とほぼ横ばい。20人以上 50人未満は 10→ 7、50 人以上

100人未満は 9→ 5と徐々に勢いが弱まってきている。一方、100人以上は 8→ 22と大幅に増加した。

継続的な物価上昇や人件費負担増の中、生産性に関する指標がプラス側を堅調に推移していることは、

企業の努力と工夫が実った面もあると思われる。実際、「経営上の努力」から、前期に引き続き、今期

でもDX化の推進、業務内容の見直しによる業務の効率向上に向けた取り組み等、売上高や付加価値を

上げるために様々な取り組みを進めているとする回答が多くみられた。また、原材料費・エネルギー価格・

人件費高騰の価格転嫁について、価格交渉がうまくいかないという記述もみられる一方で、実際に価格

交渉の結果、値上げを実現したという記述がみられた。

［雇用］
　正規従業員数DI、臨時・パート・アルバイト数DIは、ほぼ横ばいで推移している。一方、所定
外労働時間DIも前期から横ばいだが、「減少」超過が続いている。人手不足感DIは今期も高止まりし、
製造業やサービス業、100人以上の企業で不足感が強まっている。

正規従業員数 DI、臨時・パート・アルバイト数 DI、ほぼ横ばいで推移
正規従業員数DI（「増加」-「減少」割合）は、4→ 5とほぼ横ばいで推移している。流通・商業は

7→ 2→ 1と弱まっていたが、今期で 7と改善した。製造業は 3→ 4、サービス業は 4→ 4と横ばい、

建設業は 12→ 9とプラス側ながらわずかに勢いが弱まった。企業規模別では 20人以上 50人未満は

0→ 4→ 12と大幅に増加、50人以上 100 人未満も8→ 12、100 人以上も10→ 11で堅調に推移した。

一方、前期でプラス側に転じた20人未満は 3→△ 2と、再びマイナス側に沈んだ。

臨時・パート・アルバ

イト数DI（「増加」-「減

少」割合）は、5→ 6と

ほぼ横ばいで推移してい

る。建設業では 5→ 1と

かろうじてプラス側に留

まった一方で、製造業は

5 → 12、流通・商業は

2→ 5と増加した。サー

ビス業は 8→ 3と勢いが

弱まっているものの、16

期連続でプラス側を維持

している。企業規模別で

も、全規模でプラス側を
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推移している。

所定外労働時間DI（「増加」-「減少」割合）は、△ 2→△ 2とマイナス側（「減少」水準）を推移し

ている。前期で2018年 10〜 12月期以来プラス側に転じた建設業は3→△5と再び水面下に沈み、流通・

商業も△ 7→△ 6もマイナス側を横ばいで推移。一方、製造業は△1→ 1と2022年 10〜 12月期以来

はじめてプラス側に転じた。同様に、サービス業は0→ 1と2024年 10〜 12月期以来はじめてプラス側

に転じた。企業規模別では、20人未満は△2→△ 4、50人以上100人未満は△3→△ 1、100人以上は

△4→△11とマイナス側を推移する一方、20人以上 50人未満は0→ 3と、水面上に顔を出した。

人手不足感強まる　～企業規模が大きくなるほど不足感
人手過不足感DI（「過剰」-「不足」割合）は、△ 42→△ 46と不足感が強まった。業種別にみると、

製造業（△ 30→△ 42）、流通・商業（△ 33→△ 36）、サービス業（△ 46→△ 52）で不足感が強まった。

建設業（△ 69→△ 59）は 10ポイントの緩和となったが、他業種と比較すると、依然として強い不足

感となっている。

企業規模別にみると、企業規模が大きくなるほど不足感が強まる傾向がみられた。すなわち、20人未

満は△ 40→△ 41、20人以上 50人未満は△ 38→△ 46、50人以上 100人未満は△ 50→△ 53、100人

以上は△ 55→△ 65と不足感が強まっている。全規模で不足感が増しているが、100人以上は特に顕著

であった。

「経営上の問題点」では、「仕入単価の上昇」（44%）に次いで「人件費の増加」（43%）、「従業員の不足」

（34%）が上位を占めた。企業規模別にみると、前期と同様、規模が大きくなるほど「人件費の増加」「従

業員の不足」を挙げる回答が多くなっている。「経営上の力点」では、「付加価値の増大」「新規受注（顧客）

の確保」に次いで「人材確保」「社員教育」が重視され、とくに100人以上でその割合が高くなっている。

「経営上の努力」の記述では、新卒・中途採用に加え、今期は外国人技能実習生の受け入れや、障害

者雇用を実施したといった多様な人材の採用に言及する回答がみられた。また、社員教育に力を入れて

いる旨の記述も数多くみら

れた。

これらから、「付加価値の

増大」「新規受注（顧客）の

確保」によって生み出した

収益を、人材の確保・維持

のための賃上げの原資確保

に充てようと工夫を重ねて

いることがうかがえる。その

土台として、社員教育や社

員の成長を促す仕組みづく

りや、それらを通じた生産

性向上への継続的な取り組

みが不可欠といえる。
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企企業業規規模模別別　　経経営営上上のの問問題題点点、、力力点点のの雇雇用用関関連連項項目目一一覧覧
（％）

全体 20人未満
20人以上
50人未満

50人以上
100人未満

100人以上

「人件費の増加」 43 39 43 52 54

「従業員の不足」 34 31 36 41 44

「人材確保」 43 39 47 45 52

「社員教育」 40 38 42 42 49

経営上の問題点

経営上の力点

企業規模別　経営上の問題点、力点の雇用関連項目一覧
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　〔Ⅳ〕設備投資

今期の設備投資実施割合は 32.4%→ 33.5%とわずかに上昇した。業種別では建設業が 41.0%（前
期比 13.6 ポイント増）と大幅に上昇し、実施目的は「能力増強」が 61.2%を占めるなど、前向き
な動きが見られた。一方、製造業は 31.3%と前期の次期計画割合（40.9%）を大幅に下回ったが、
次期計画割合（38.6%）は今期実績を上回る見通し。製造業では設備の不足感の強まりもあり、次
期投資実施への期待は大きい。もっとも、米国とイスラエルによるイラン攻撃で原油価格が高騰し、
経済環境の混乱が続けば、次期の設備投資は鈍化する可能性がある。

設備投資の実施割合は少し上昇、建設業で大幅上昇
今期の設備投資実施割合は前期の32.4%から33.5%へと1.1ポイント増加した。

業種別でみると、建設業では 13.6 ポイント増（27.4% → 41.0%）、製造業では 1.9 ポイント減

（33.2%→ 31.3%）、流通・商業では 0.7 ポイント増（32.9%→ 33.6%）、サービス業では 5.1ポイント減

（33.9%→ 28.8%）となった。今期は建設業の上昇幅の大きさが全体の上昇に影響を与えたことが特徴的

である。

前期における次期計画割合（37.4%）に対しては3.9ポイント下回った。前期における次期計画割合と

のギャップは、建設業では5.1ポイント（35.9%→ 41.0%）、製造業では△ 9.6ポイント（40.9%→ 31.3%）、

流通・商業では△ 4.7ポイント（38.3%→ 33.6%）、サービス業では△ 4.4ポイント（33.2%→ 28.8%）となっ

た。建設業を除くすべての業種で前期の次期計画割合を下回った。特に、今期は製造業におけるマイナス・

ギャップが大きい。

実施方法をみると、従来と変わらず「現物購入」が67.5%と最多。次いで、「現物とリースの両方」が

14.7%、「リース」が12.2%、「その他」が5.6%と続く。

実施内容では、従来と変わらず「機器設備」が52.2%と最多。次いで、「自動車等運搬手段」が27.5%、「情

報化設備」が26.1%となった。「自動車等運搬手段」が「情報化設備」を上回るのは2025年1〜3月期以来

である。以下、「事業所・店舗・倉庫」15.5%、「土地」9.6%、「福利厚生施設」3.8%、「工場」3.4%と続いた。

なお、次期投資計画割合（38.6%）は今期実績（33.5%）を5.1ポイント上回る見込み。次期は、見通

しのようにいけば製造業が牽引役になるが、強気の計画（今期実績より14.5ポイント増）が実現しなけ

れば、全体は下降する可

能性がある。

米国とイスラエルによ

るイラン攻撃で原油価格

が高騰する中、市場への

本格的な影響や景気悪

化の兆候は次期以降に出

てくるだろう。最悪、物

価のさらなる上昇に加え、

景気の後退が同時進行す

るスタグフレーションの

ような状態に陥る恐れも

ある。その兆候は企業マ
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インドに現れるため、次期の設備投資の動向は今まで以上に注視が必要である。

設備投資目的は「能力増強」が建設業とサービス業において大幅上昇
設備投資の実施目的をみると、今期も「能力増強」の割合（52.8%）が最も高く、前期比 9.8ポイント

の大幅増加となった。次いで、「維持補修」が40.2%（前期比変わらず）、「合理化・省力化」が37.1%（前

期比 0.7ポイント増）、「新製品・製品高度化」が11.9%（前期比 2.9ポイント減）、「その他」が6.6%（前

期比 0.6ポイント減）、「研究開発」が2.4%（前期比 2.1ポイント減）と続いた。前期比大幅増加となった「能

力増強」について業種別でみると、建設業（前期比17.7ポイント増）とサービス業（前期比15.2ポイン

ト増）において前期から大きく増加した点が特徴的といえる。

「経営上の努力」においても、今期は、建設業とサービスにおいて設備投資に関する前向きなコメント

が見られた。たとえば、「新規客先を開拓して売上げ確保、計画的な設備投資の実施（千葉、空調設備工

事業）」「新分野の設備投資（北海道、補償コンサルタント）」など。一方、次期の動向が注目される製造

業においては、「設備投資をしたいが、先行きが不透明のため、今は様子見（大分、県産椎茸の加工販売）」

といった記述が特徴的なものとして見られた。

計画なしの理由は「当面は修理で切り抜ける」が最多
設備投資実施割合 33.5%ということは、66.5%の企業が次期の設備投資計画を「なし」と回答したこ

とになる。ここでは、「計画なしの理由」について着目する。今期も「当面は修理で切り抜ける」の割合

が43.9%と最も高かった（前期比 3.4ポイント増）。次に、「その他（ほとんどが次期に設備投資の必要

性を感じていないという回答）」の割合が23.0%（前期比 4.4ポイント減）、「自業界の先行き不透明」が

14.1%（前期比 0.6ポイント減）、「採算の見込みがない」が10.5%（前期比 0.8ポイント減）と続く。

地域経済圏別、企業規模別の動向
今期の設備投資の実施状況を地域経済圏別にみると、北海道・東北（0.5ポイント増）、北陸・中部（7.0

ポイント増）、近畿（3.1ポイント増）、九州・沖縄（3.6ポイント増）の4地域で前期比上昇となり、一方、

関東（7.4ポイント減）と中国・四国（4.2ポイント減）の2地域で前期比下降となった。
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企業規模別では、今期も規模が大きくなるに応じて設備投資の実施割合が高くなった（20人未満：

26.2%、20人以上 50人未満：34.8%、50人以上 100人未満：47.4%、100人以上：57.1%）。「20人未満」

の小規模層と「100人以上」の大規模層との差は30.9ポイントと大きい。なお、今期の特徴としては、「50

人以上 100人未満」の中規模層が前期と比べて11.5ポイントの大幅増加となった点が挙げられる。

設備の不足感は強まる、特に製造業、100 人以上において不足感は強まる
設備の過不足感DI（「過剰」−「不足」割合）は、2期連続で不足感が強まった（△13→△ 17→△

17）。業種別では、建設業は△13→△ 19、製造業は△ 24→△ 25、流通・商業は△14→△ 10、サービ

ス業は△13→△ 14となり、流通・商業を除く全ての業種において不足感が前期に比べて強まった。製

造業では2期連続で 20%台となる不足感の強まりを示した。

企業規模別でみると、20人未満△ 18→△ 15、20人以上 50人未満△ 17→△ 22、…50 人以上 100 人

未満△15→△8、100人以上△14→△26となり、20人以上50人未満と100人以上で不足感が強まった。

特に、100人以上において20%台となる不足感の強まりを示したのは特徴的である。なお、22期連続で、

すべての規模においてマイナ

ス（不足側）となった。

地域経済圏別では、北海

道・東北が△ 19→△ 23、関

東が△ 22 →△ 23、近畿が

△ 11→△ 19、九州・沖縄が

△ 12→△ 15となり4地域で

不足感が強まった。一方、北

陸・中部が△ 18→△ 12、中

国・四国が△ 18→△ 14とな

り2地域で不足感が弱まった。

なお、23期連続で、設備の過

不足感DIがプラス（過剰側）

の地域は一つもない。
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業種別　設備の過不足感 DI の推移

〔Ⅴ〕業種別動向

　今期の主要指標では業況水準DI で 7 ポイント減となった以外は、概ね前期と同水準であり、
中東情勢の緊迫化の影響は見られなかった。ただし、次期は大幅に悪化することが見込まれて
おり、今後の動向に注視する必要がある。今期の特徴としては、採算（経常利益）が悪化した
会員では売上単価・客単価の低下が目立っている。

（a）建設業

中東情勢の緊迫化、仕入単価の動向に注視
今期の業況判断DIは 12→ 11とわずかに1ポイントの悪化に留まったが、業況水準は17→ 10と 7

ポイントの大幅な悪化となった。売上高DIは 5→ 8と 3ポイント上昇し、経常利益DIは 2→ 2と横



— 18 —

ばいであった。採算水準

DI は 45 → 43 と 2 ポイ

ント悪化した。

中東情勢の緊張が高

まる中で主要指標の次期

見通しは、業況判断 DI

が 11 → 3、業況水準 DI

が 10 → 8、売上高DIが

8 →△ 1、経常利益 DI

が 2→△ 3と大きく悪化

することが見込まれてい

る。既に「影響が建築資

材にも出てきている。塗

料をはじめ、様々な材料

に影響が出てくる（埼玉、

建築材料卸売）」との声もある。報道でも建設資材の値上げが伝えられており、民需の停滞も懸念され

ることから、今後の動向に注視していく必要がある。

採算（経常利益）の変化理由を見ると、好転した会員では売上数量・客数の増加（73%→ 79%）や外

注費の減少（6%→ 13%）が寄与していた。一方、悪化した会員では、人件費の増加（28%→ 2%）や

仕入額の増加（41%→ 0%）、外注費の増加（30%→ 13%）の寄与度が大幅に低下する一方で、売上単

価・客単価の低下（17%→ 48%）が急激に上昇している。とはいえ、全体としては売上・客単価DIは

50→ 53と上昇しており、次期見通しも61と大幅な上昇が見込まれている。したがって、以上の傾向は、

採算（経常利益）が悪化した会員に見られる限定的なものとして捉えるべきであろう。

経営上の問題点を深刻度の高い順に見ると、「仕入単価の上昇」（44%→ 53%）、「従業員の不足」

（48%→ 46%）、「人件費の増加」（31%→ 34%）、「熟練技術者の確保難」（32%→ 31%）となっている。

仕入単価DIは 78→ 80と 2ポイント上昇した。次期見通しでは 77と下降が見込まれているが、中東

情勢の緊迫化の影響で

建設資材の値上げが避け

られない状況となってお

り、見通し通りに推移す

るかは不透明である。「原

材料価格高騰に対して確

実に価格転嫁をしながら

受注を取ることを意識し

ました。粗利を確保し営

業利益を残すこととで資

本を増やし、今後の技術

伝承のための社員育成ま

た設備投資に備えていき

たいと考えています（静

岡、空調設備の空間設
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景況は持ち直し、水準はマイナス
製造業の業況判断DIは△ 5→ 1とマイナスから転じて改善したが、業況水準DIは△ 7→△ 10に悪

化した。製造業の景気は持ち直しの動きを示したものの、水準としてはマイナス圏にあり、厳しい状況が

続いている。

需要をあらわす売上高DIは 3→ 8、収益をあらわす経常利益DIも 0→ 3と上昇した。採算水準DI

は 31→ 28と下降した。売上高の動きに比べると収益や採算の改善が弱く、コストの上昇が利益を圧迫

している可能性がある。製造業の回復が弱い理由は、需要要因よりもコスト要因にあると考えられる。

コスト要因として仕

入 単 価 DI を みると、

59→ 71に上昇した。一

方で、売上・客単価DI

は 39 → 41 にとどまっ

た。製造業 8業種すべ

てにおいて仕入単価DI

が客単価DIを上回って

おり、コストの上昇を販

売価格に十分転嫁でき

ていない。とくに化学・

石油製品等は、今期の

仕入単価DI（60）と売上・

客単価DI（20）の乖離

計・施工・保守メンテナンス）」等、継続的に対策を講じることが重要である。人手の過不足感DIは△

69→△ 59と大きく緩和したものの、依然として経営課題としてのウェイトは大きい。

建設需要の動向を示す指標（前年同期比）を見ると、新規契約工事量DIが 4→ 4と横ばいであった。

手持ち工事量の増減を示す未消化工事量DIは 2→△ 6と 8ポイント減少した。着工工事量は△ 2→△

5とマイナス幅が拡大した。新規契約工事量は次期見通しも5となっており横ばいで推移しそうである。

建設 4 業種、次期見通しは全業種で悪化
総合工事業（官公需中心）は 14→ 22と 2期連続で大幅な上昇となった。総合工事業（民需中心）

は13→ 4と 9ポイント悪化。職別工事業は△ 9→ 0と 9ポイント上昇。設備工事業は 24→ 25と僅か

に1ポイント上昇した。

次期見通しは、総合工事業（官公需中心）が 9、総合工事業（民需中心）が1、職別工事業が△ 13、

設備工事業が16となっており、全業種で悪化することが見込まれている。

（b）製造業

製造業の景況は持ち直しの動きを示しているが、業況水準DIはなおマイナス圏にあり厳しさが続く。
売上高DI、経常利益DIはやや改善がみられるものの、コスト上昇が利益を圧迫し収益や採算の改
善が弱い。業種間のばらつきもみられる。イラン軍事衝突の影響も懸念される中、新商品開発や新
市場開拓など攻めの対応が進められている。
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が大きい。

経営上の問題点を尋ねた項目をみると、最大の問題点は「仕入単価の上昇」（45%→ 53%）であり、「人

件費の増加」（49%→ 46%）、「民間需要の停滞」（37%→ 34%）と続いている。製造業の苦しい景況感は、

人件費や原材料費の上昇と需要の停滞の影響が大きいようである。会員企業からは、「下請け仕事の価格

交渉に取り組んでいますが、市況が悪いために要望が通らず、逆にコストダウンを求められています。今

後の賃上げを考えると、販売先の切り替えを進めなければならないので、新規顧客開拓に優先的に取り

組んでいます（愛知、造作材製造）」といった声も寄せられている。

製造業 8 業種間の景況感にばらつき
業況判断DIを業種別にみると、食料品等は19→ 17とプラスを維持し、「その他の製造業」は大きく

改善した（7→ 33）。金属製品も△16→ 0で持ち直し、機械器具も△8→ 2へとプラス圏に入った。印刷・

同関連産業も依然マイナスではあるが、△ 24→△ 12へと改善している。一方、繊維・木材・同製品は

大きく落ち込み（△ 4→△ 44）、化学・石油製品等もマイナス圏に転じた（12→△ 12）。2026 年 1〜 3

月期の製造業は、全体としては持ち直しの方向を示しつつも、業種間のばらつきがある。

イラン軍事衝突もあり先行きには不安も
景気の先行きについては、業況判断DIは1→△2、経常利益DIは3→2、業況水準は△10→△10であり、

次期の景気回復は見込みにくい。今期の製造業は持ち直しの兆しをみせたが、力強さを欠いている。会

員企業からは、「イラン・アメリカとの戦争により先の仕入価格や燃料費の上昇が心配される（埼玉、菓

子製造業）」という声も寄せられている。

他方で、会員企業からは、「会社としては新商品開発や新市場への進出など攻めの経営に転じるための準

備をすすめていく予定です（栃木、屋台道具の製造と販売）」、「製品価値の向上と、主体的な課題の解決を

する。同業他社との差別化をする（東京、あん類製造業）」、「新規顧客の開拓として様々な催事や展示会に

参加し、若手社員も伴うことでの社員教育も行った。今後は業務改善や付加価値の上昇を目指し、賃上げ

やコスト上昇への対応力強化を目指す（佐賀、食鳥肉処理加工）」といった積極的な声も寄せられている。
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（c）流通・商業

　流通・商業の主要指標は今期、売上高や業況判断DIなどで改善が見られたが、次期は一転して
悪化が見込まれる。流通・商業 5業種では、運輸業の改善と不動産・物品賃貸業の不振と対照的な
動きが見られた。イラン情勢の緊迫化による原油高や物価上昇等、全体としては需要停滞懸念もあり、
下降局面入りが懸念される。

今期の主要指標は改善傾向が見られたが、次期は悪化見通し
今期の流通・商業の主要

指標は、経常利益DIが△

3で横ばいであったが、業

況判断 DI が△ 9 →△ 3、

業況水準DIが△ 8→△ 7、

売上高DI が△ 1→ 7と改

善傾向が見られた。しかし、

次期は一転して業況判断

DIが△ 3→△ 11、業況水

準DIが△ 7→△ 11、売上

高 DI が 7 →△ 2、経常利

益DIが△ 3→△ 11と悪化

見通しとなっている。

今期の流通・商業におけ

る景況は、前半においては

高市政権での積極財政への期待により、好調であったことが推察できるが、後半はアメリカ・イスラエル

によるイランに対する軍事進攻により、前半の好調は相殺されたと見られる。それゆえ、次期は悪化を見

込み、今後のさらなる悪化が懸念される。

他方、仕入単価DIは 65→ 69で上昇、売上・客単価DIは 56→ 49で下降、売上・客単価DIは 4

業種のうち唯一の下降となった。次期はそれぞれ 69→ 69、49→ 51と今期並みと見込んでいるが、イラ

ン情勢を反映して、原油先物相場は2008年以来の高値を更新しており、今後の物価高がさらに深刻なも

のとなることが予想されよう。

流通・商業では経営上の力点として「付加価値の増大」を挙げる割合が高い（68%、全体：57%）。「AI

などの情報ツールを利用した生産性向上手段の検討、労働時間削減のための業務効率化（宮城、パンの

製造販売）」、「DXによる営業生産性の向上、新社屋でのフリーアドレス制の導入（愛知、切削工具等の

生産財の販売）」、「①県のDX拠点事業に登録して支援先の伴走支援を実施。今後も自社顧客を中心に、

可視化伴走支援事業を検証・改善していく。② 3月から採用広告をウェブ上にアップし、通常のインター

ネットハローワークでは訴求出来ない層にアピールする。③社内業務でも軽量DXの実例を率先垂範する。

反応が鈍いのは当たり前と捉えて、粘り強く浸透するまで続ける（島根、OA機器販売）」など、AI、DX

の活用で付加価値を高める取り組みも多く見られた。

運輸業で改善、不動産・物品賃貸業の不振と対照的な動き
流通・商業 5業種別にみていくと、業況判断DIは、情報通信業が8→ 14、運輸業が19→ 33、卸売

業が△ 28→△ 19、小売業が△ 5→ 5、不動産・物品賃貸業が26→ 0であった。業況水準DIは、運輸
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業（△5→ 28）、卸売業（△

23→△ 19）、小売業（△

6→△ 4）で改善、情報

通信業（13 → 0）、不動

産・物品賃貸業（32→ 11）

で悪化となっている。

売上高 DI も不動産・

物品賃貸業のみ悪化して

おり、経常利益 DI は情

報通信業（8 → 18）、運

輸業（△19→ 11）で上昇、

卸売業（△ 13 →△ 15）、

小売業（3 → 0）でほぼ

前期と同水準、不動産・物品賃貸業（32→ 11）で大幅悪化となった。このところ比較的高水準だった不

動産・物品賃貸業だったが、物件価格の高騰や金利上昇懸念などにより、一般消費者の節約志向から消

費意欲が低下していることも一因として考えられる。

仕入単価DIは運輸業（61→ 38）で唯一下降したが、情報通信業と不動産・物品賃貸業は前期並み、

卸売業と小売業は上昇した。

今期は運輸業の改善と不動産・物品賃貸業の悪化が対照的な動きを見せた。また、卸売業において改

善はみられるものの、依然としてマイナス水準から脱しきれていない。アメリカ・イスラエルによるイラ

ンへの軍事進攻に関連した物価高や供給不足に加え、民間需要停滞への懸念もあり、流通・商業 5業種

においても次期は総じて悪化を予測している。
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※2026年Ⅱ期（4～6月）は見通し

流通・商業 5 業種 業況判断 DI の推移

（d）サービス業

　サービス業における主要指標は、業況判断DIおよび業況水準DIはいずれも減少し、次期も厳
しい見通し。一方で売上・利益は改善傾向にあるが、仕入単価上昇が収益を圧迫している傾向が
見られた。3カテゴリー別では、専門サービス業の不振が顕著になっている。また、人手不足感は
再び高まり、資金繰りも悪化する中、企業は省力化投資や新規事業・高付加価値化で対応を模索
している。

業況判断、業況水準は悪化、売上高、経常利益は上昇
サービス業の業況判断DIは 9→ 6、業況水準DIは 14→ 4と、両指標ともに悪化した。業況判断DI

の次期と次々期はいずれも0を予測しており厳しい状況が続く見通し。また、業況水準DIも業況判断同

様、悪化見通しとなっている。

一方、売上高DIは 12 → 16、経常利益DIは△ 1→ 6と改善が見られたが、次期は売上高DIは

16→ 14、経常利益DIは 6→ 6と停滞している。採算水準DIは 41→ 43とわずかに上昇した。

1人当たり売上高DIは 13→ 18、1人当たり付加価値DIは 11→ 18と増加した。売上･客単価DIも

36→ 40と増加し、次期も42とわずかに上昇を見込む。ただし、仕入単価DIも55→ 61と増加しており、

上昇幅は売上・客単価DIよりもわずかに大きい。仕入単価DIの次期は60と前期並みを予測しているが、

中東情勢の関係で懸念材料が山積している。
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人材に関する指標では、

正規従業者数DIは 4→ 4

で横ばい、臨時･パート･

アルバイトDIは 8→ 3で

減少したが、所定外労働時

間DIは 0→ 1と前期並み

を推移している。人手の過

不足感DIは△ 46 →△ 52

と 3期ぶりに△ 50台を超

え、再び不足感が強まった。

今期は専門サービス業の
停滞が顕著
サービス業の 3つのカ

テゴリーの動きを以下で触

れていく。業況判断DIで

は専門サービス業が 6→

△ 6、対個人サービス業は

5→ 10、対事業所サービ

ス業は15→11と、専門サー

ビス業の悪化が目立った。

業況水準DIでは専門サー

ビス業が 14 → 2、対個

人サービス業は 15 → 10、

対事業所サービス業は

13→ 1で、全カテゴリーで悪化した。

次期は、業況判断DIは専門サービス業が△ 6→△ 9、対個人サービス業は10→ 4、対事業所サービ

ス業は11→ 3となっている。業況水準DIは専門サービス業が2→ 9、対個人サービス業は10→ 17、

対事業所サービス業は1→△ 4で、全カテゴリーで悪化見込み。

売上高 DI は専門サービス業が 11→ 3、対個人サービス業が 13 → 27、対事業所サービス業が

11→ 18であった。経常利益DIは、専門サービス業は△ 6→△ 8、対個人サービス業は△ 5→ 10、対

事業所サービス業は6→ 14と、今期は専門サービス業の不振が響いている。

次期の売上高DIは専門サービス業が3→ 2、対個人サービス業が27→ 29、対事業所サービス業が

18→ 13となっている。経常利益DIは専門サービス業は△ 8→△ 3、対個人サービス業は10→ 11、対

事業所サービス業は14→ 8と、対事業所サービス業で悪化を見込んでいる。

資金繰はコロナ禍の窮屈さに匹敵
サービス業では、今期、資金繰りDIが 7ポイント減の16→ 9となったことが特筆される。二桁の数

字を下回ったのは2020年 4〜 6月期以来である。

今期の設備投資実施割合は34%→ 29%と減少。実施内容は「機器設備」（51%→ 58%）の割合が増加し、

実施目的は「能力増強」（44%→ 59%）、「合理化･省力化」（27%→ 36%）が増加した。
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「経営上の問題点」上位 5項目では、「人件費の増加」（51%→ 47%）、「従業員の不足」（36%→ 38%）、「仕

入単価の上昇」（34%→ 28%）、「民間需要の停滞」（18%→ 21%）、「熟練技術者の確保難」（15%→ 18%）

の順となっている。続いて「経営上の力点」の上位5つの項目は、「新規受注 (顧客 )の確保」（45%→ 51%）、

「付加価値の増大」（51%→ 50%）、「人材確保」（44%→ 47%）、「社員教育」（47%→ 39%）、「新規事業の

展開」（19%→ 21%）の順となっている。今期は人材不足への対応が焦点となっている。

人材不足への対応として「新事業の準備…（新潟、美容室業務）」、「新分野開拓のために展示会に出展し

て営業範囲を広げている（愛知、建築設計監理 )」といった声が象徴的である。現状維持ではなく、新規

事業の展開や高付加価値化への対応が求められており、外部環境の激変に耐えうる強靭な経営体制をい

かに構築できるかが、今まさに試されている。

〔Ⅵ〕経営上の問題点

　「仕入単価の上昇」が41%→44%と上昇して4期ぶりに第1位となった。第2位の「人件費の増加」
は、45%→ 43%とほぼ横ばいで推移した。「金利負担の増加」は第 7位であるが、徐々に上昇し
ており 9%→ 13% となった。「金利負担の増加」が 10%を超えるのは、1993 年 10 ～ 12 月期以
来のことである。今後の金利の動向を注視していく必要がある。

「仕入単価の上昇」と「金利負担の増加」の懸念が広がる
経営上の問題点は、「仕入単価の上昇」が41%→ 44%と上昇して、2025 年 1〜 3月期以来 4期ぶり

に第1位となった。アメリカ・イスラエルとイランとの戦闘が長期化すると、原油や石油製品の価格が一

段と上昇していくことが懸念される。「イラン・アメリカとの戦争によりこの先の仕入価格や燃料費の上

昇が心配される（埼玉、菓子製造業）」といった不安の声も聞かれる。

前期まで第1位であった「人件費の増加」は、45%→43%とほぼ横ばいで推移したが第2位へと後退した。

「従業員の不足」は、32%→ 34%とほぼ前期並みの水準で推移して第3位を維持した。従業員の不足は、
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依然として深刻であり「人材は常に不足している。高齢者の活用で何とか繁忙期を対応（東京、デザイン・

印刷・映像制作）」したことや「離職防止対策として、1月にベースアップを実施（東京、ソフトウェア開発）」

したことが経営上の努力として紹介されている。

第 4位の「民間需要の停滞」は 32%→ 30%、第 5位の「熟練技術者の確保難」は18%→ 19%とい

ずれも大きな変化はなく推移した。「金利負担の増加」は、順位は第7位であるが、徐々に上昇しており

9%→ 13%となった。「金利負担の増加」が10%を超える水準になるのは、1993 年 10〜 12月期以来の

ことである。今後も金利の動向については注視していく必要がある。

建設業と製造業で「仕入単価の上昇」が一段と高まる
4 業種別に経営上の問題点を取り上げていくと、建設業は「仕入単価の上昇」が44%→ 53%と大幅に

上昇した。「従業員の不足」は48%→ 46%と前期並みの水準で推移し、「人件費の増加」は31%→ 34%

とやや上昇した。「熟練技術者の確保難」は、32%→ 31%と前期並みの水準となった。

製造業は、「仕入単価の上昇」が45%→ 53%と大幅に上昇した。「人件費の増加」は49%→ 46%、「民

間需要の停滞」は37%→34%とそれぞれ低下したが、「従業員の不足」は24%→30%と上昇傾向を強めた。

「金利負担の増加」も9%→ 15%と上昇した。

流通商業は、「仕入単価の上昇」が42%→ 43%、「人件費の増加」が43%→ 42%となり、それぞれ前

期並みの水準で推移した。「民間需要の停滞」は40%→ 34%と低下したが、「従業員の不足」は28%で

前期同様の水準であった。「金利負担の増加」は9%→ 15%と上昇し、4業種のなかでもっとも高くなった。

サービス業は、「人件費の増加」が51%→ 47%と低下するものの、第1位を維持した。「従業員の不足」

は36%→ 38%とほぼ前期並みの水準となったが、「仕入単価の上昇」は34%→ 28%と低下した。サー

ビス業でも「金利負担の増加」が8%→ 11%と二桁の水準に達した。

北陸・中部では「人件費の増加」が再び深刻化
次に 6地域別に経営上の問題点を取り上げていくと、北海道・東北では、「仕入単価の上昇」が

41% → 45%と上昇し、「従業員の不足」は 45%と前期同様の水準となった。「人件費の増加」は

44%→ 38%と低下し、「民間需要の停滞」は29%→ 28%と前期並みの水準となった。
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関東では、「人件費の増加」が45%で前期同様の水準となり、「仕入単価の上昇」が46%→ 41%と低

下した。「従業員の不足」は30%→ 28%と前期並みの水準で推移した。

北陸・中部では、「人件費の増加」が 47%→ 51%と再び上昇傾向を強め、「仕入単価の上昇」も

41%→ 45%と上昇した。「民間需要の停滞」は35%→ 33%、「従業員の不足」は31%→ 32%とそれぞれ

前期並みの水準であった。「金利負担の増加」は12%→18%となり、6地域のなかでもっとも高い水準となっ

た。

近畿は、「仕入単価の上昇」が43%→ 52%と上昇傾向が強まった。「民間需要の停滞」は39%→ 36%

とやや低下したが、「従業員の不足」は25%→ 35%と大幅に上昇した。「人件費の増加」は35%→ 31%

と幾分低下した。

中国・四国では、「人件費の増加」が52%→43%と大幅に低下した。「仕入単価の上昇」は41%→42%、「従

業員の不足」は 30%→ 32%といずれも前期並みの水準で推移した。「民間需要の停滞」は28%と前期

同様の水準となった。

九州・沖縄では、「人件費の増加」が42%→ 43%、「仕入単価の上昇」が38%→ 36%とそれぞれ大き

な変化はなかった。「従業員の不足」は30%→ 36%と上昇し、「民間需要の停滞」は35%→ 27%と低下

した。九州・沖縄では、「金利負担の増加」が5%→ 6%となり、6地域のなかでもっとも低い水準となった。

20 人以上 100 人未満で「仕入単価の上昇」が拡大
続いて企業規模別に経営上の問題点をみていくと、20人未満では、「仕入単価の上昇」が42%→ 39%

とやや低下した。「人件費の増加」は 39%と前期同様の水準で推移し、「民間需要の停滞」は

37%→ 34%とやや低下した。「金利負担の増加」は、第8位であるが8%→ 13%と上昇した。

20人以上50人未満では、「仕入単価の上昇」が40%→45%と上昇して第1位になった。「人件費の増加」

は 47%→ 43%と低下して第 2位に後退した。「従業員の不足」は 32%→ 36%、「熟練技術者の確保難」

は22%→ 26%とそれぞれ上昇した。

50人以上 100 人未満は、「仕入単価の上昇」が 40%→ 57%と大幅に上昇した。「人件費の増加」は

57%→ 52%と低下したが、「従業員の不足」は38%→ 41%、「民間需要の停滞」は23%→ 30%と上昇し

た。「金利負担の増加」は9%→ 15%と上昇傾向が強まった。

100人以上は、「人件費の増加」が58%→ 54%と低下した。「仕入単価の上昇」は49%と前期同様の

水準で推移し、「従業員の不足」は42%→ 44%とほぼ前期並みの水準となった。「金利負担の増加」は、

10%→ 13%とやや上昇した。
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〔Ⅶ〕経営上の力点

厳しい経営環境のもとで、複数課題に同時並行で継続的に対応する傾向が続いている。一方で、今
期は「財務体質強化」が多くの業種・企業規模層で重視されるようになり、価格転嫁、粗利確保、経
費抑制などを通じて経営基盤の安定化を図ろうとする姿勢がいっそう明確になっている。とりわけ建
設業・製造業、および従業員20人以上50人未満の層でその傾向が強く、流通商業やサービス業でも、
新規事業展開よりも得意分野の絞り込みや現場維持を優先する慎重な対応が広がっている。

全体動向：先行き不透明感の強まりを背景に、財務体質強化を重視する傾向が強まる
今期は上位項目には大きな変化

がみられないが、2025 年 4〜 6月

期以降は先行き不透明感の強まり

を背景に、「財務体質強化」を重視

する傾向が強まっていることが特

徴である。

「付加価値の増大」、「新規受

注（顧客）の確保」、「人材確保」、

「社員教育」の上位 4項目につい

て、「社員教育」が増加から減少

（38%→ 43% → 40%）に転じてい

るものの、全体として大きな変化

はみられない（「付加価値の増大」

56% → 57%、「新規受注（顧客）

の確保」51%→ 52%、「人材確保」

42%→43%）。それ以外の項目では、

「財務体質強化」が 2025 年 4〜 6

月期以降、増加傾向にあることが

特徴となっている（今期20%）。

業種別の動向：
< 建設業 >
人材確保の困難さが続いている中で、需要停滞や資材高騰を背景に「財務体質強化」への志向が強まり、

情報力強化や新規事業展開は後退していることが特徴である。

上位4項目では、2025年4〜6月期以降、増加傾向にあった「人材確保」が減少に転じた（61%→59%）。「建

設業界（新築）は昨年の法改正後の新築住宅着工数が激減してきています。また建設業だけでは厳しい

時代なので建設業を絡めた新規の事業を現在考えています（広島、建設業、不動産業）」、「建設資材の高騰、

建築費の高騰により、建設関係の仕事は先行きよくはならない（埼玉、セメント、生コン、建築材料卸売）」

といった声にあるように、需要の停滞や先行きの見通しの暗さが影響している可能性がある。

ただし、建設業における人材確保は依然として厳しく、その比率水準は他業種よりも高い。経営上の

努力の記述でも「品質の向上、徹底した原価管理、現状の職員の選別及び、スキルアップ等を考慮して、
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積極的に人材採用と人材育成に取り組んでいる状況（北海道、建設業）」、「何と言っても人材不足。昨年

8年目の社員、また3年目の若手社員の退職があり、打撃を受けた（青森、建築主体の総合建設業）」など、

人材確保を重要な問題としていることがわかる。

今期の建設業の特徴として、「財務体質強化」が大幅に増加している反面、「情報力強化」「新規事業

の展開」が大幅に減少していることが挙げられる。経営上の努力では、「原材料価格高騰に対して確実に

価格転嫁をしながら受注を取ることを意識しました。粗利を確保し営業利益を残すこととで資本を増や

し、今後の技術伝承のための社員育成また設備投資に備えていきたいと考えています（静岡、空調設備

の空間設計・施工・保守メンテナンス業務）」など、原材料価格の高騰が「財務体質強化」の増加に関係

している可能性がある。また、「新規事業の展開」は2025年 4〜 6月期以降、減少傾向にあるが、人材

確保の難しさと関係している可能性もある。

< 製造業 >
「付加価値の増大」や「新規受注（顧客）の確保」の比重がやや低下する一方で、人材確保と価格転

嫁を通じた「財務体質強化」が前面に出てきたことが特徴である。

製造業では、上位 4項目については、「付加価値の増大」（61%→ 58%）、「新規受注（顧客）の確保」

（60%→ 53%）が減少したのに対し、「人材確保」（32%→ 41%）、「社員教育」（35%→ 36%）は増加した。

特に、「人材確保」がこれまで横ばいで推移してきたのに対し、今期では大幅に増加したのも特徴の一つ

である。「人材採用。これにつきる（愛知、ベビー衣料製造業）」、「未来への投資として、人材採用にあ

る程度の資金を投入中（和歌山、運輸業向け各種システム販売）」など、人材確保に関連した記述が多い。

製造業でも「財務体質強化」は増加傾向にあり、2025 年 4〜 6月期 17%から今期 24%となってい

る。「材料代、人件費の高騰による値上交渉の実施（山形、砂型アルミ鋳造業）」、「下請け仕事の価格交

渉に取り組んでいますが、市況が悪いために要望が通らず、逆にコストダウンを求められています（愛

知、造作材製造）」、「採用と価格転嫁に注力しています。採用については採用コンサルを導入して強化

した。結果としてパートさん8名の採用が出来ている。価格転嫁についても中小企業診断士のサポート

をいただき交渉の資料を作成し、交渉のポイントを明確にした。おかげで 4月からの価格を現行の11%

アップすることに成功した（兵庫、電線の加工、ユニット組立）」など、材料高騰と価格転嫁に関する記

述が散見され、そのことと関連していると思われる。なお、「機械化促進」が減少から増加に転じたこと

（15%→ 13%→ 16%）、「新規事業の展開」が減少傾向にあること（23%→ 18%→ 14%）は、人材確保難

と関係あると考えられる。

< 流通商業 >
「付加価値の増大」を引き続き重視しつつ、「財務体質強化」「情報力強化」「得意分野の絞り込み」が

強まり、新規事業展開は慎重化していることが特徴である。

上位 4項目では、「付加価値の増大」の増加（62%→ 68%）、「人材確保」の減少（38%→ 31%）が目立つ。

「新規受注（顧客）の確保」（51%→ 53%）、「社員教育」（39%→ 39%）は大きな変化がない。

一方で、「財務体質強化」（2025 年 4〜 6月期 16%→今期 18%）、「情報力強化」（2025 年 1〜 3月期

15%→今期 22%）は増加傾向にあり、「新規事業の展開」が減少している（23%→ 17%）。また、「得意

分野の絞り込み」も増加傾向（2024 年 1〜 3月期 7%→今期 10%）にあることが特徴である。「物価高

を上回る事業の拡大、投資と合理化省人化、働きやすい環境整備、所得UPと休日増加（愛知、トラッ

クの販売架装）」、「情報収集を強化して売上拡大に貢献した。引き続き新規顧客拡大に努める（埼玉、不

動産業）」、「弊社の強みを生かせる分野（お客様）へのしぼり込み（秋田、不動産業）」といった内容が
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みられる。

< サービス業 >
「付加価値の増大」重視が後退する一方で、人材確保や新規受注の立て直し、さらに得意分野の絞り

込みや経費節減が重視され、現場維持を優先する傾向が強まっていることが特徴である

上位 4項目については、「付加価値の増大」が2025 年 1〜 3月期以降、減少傾向にある（2025 年 1

〜 3月期 61%→今期 50%）。新たな価値の創造よりも現場の維持・存続が優先されている可能性がある。

「人材確保」は増加傾向にあり（2025年 7〜 9月期 41%→今期 47%）、「新規受注（顧客）の確保」は増

加に転じ（52%→ 45%→ 51%）、「社員教育」は減少に転じた（41%→ 47%→ 39%）。「新人･中途含め

た求人広告､ 特別ボーナスの支給､ 大幅ベースアップを検討､ 新社屋の準備､ 新分野の設備投資等（北

海道、補償コンサルタント）」、「従業員の人員確保（減少させずに）すること（埼玉、自動車整備）」といっ

た人材確保に関連した記述がある。

下位項目では、「得意分野の絞り込み」（5%→ 11%）、「人件費以外の経費節減」（11%→ 14%）が増加

していることが特徴となっている。

企業規模別の動向：100 人未満を除く各層で「財務体質強化」が強まる
企業規模別では、上位項目の動向には企業規模ごとの差異がみられる一方、下位項目では50人以上

100人未満を除く各層で「財務体質強化」が強まっており、とりわけ20人以上 50人未満でその傾向が

顕著であることが特徴である。 

上位 4項目について、企業規模別にみると、「付加価値の増大」は20人未満では減少（59%→ 55%）

しているが、それ以外では増加している。また、「新規受注（顧客）の確保」は50人以上 100人未満で

最も増加している（48%→ 58%）。「人材確保」は 20人未満（35%→ 36%→ 39%）、20人以上 50人未

満（44%→ 45%→ 47%）、100 人以上（42%→ 51%→ 52%）で増加している一方、50人以上 100 人未

満では減少（51%→ 45%）していることが特徴である。「社員教育」は、20人未満のみで増加している

（36%→ 38%）。

下位項目で特徴的なのは、「財務体質強化」であり、20人未満（21%→ 21%）、20人以上 50人未満

（21%→ 22%）、100人以上（19%→ 24%）で増加している。特に20人以上 50人未満では 2025 年 4〜

6月期の14%から今期の22%と顕著に増加しているのに対し、50人以上 100人未満では2025年 1〜 3

月期の17%から今期の9%へと趨勢的に低下していることが注目される。
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回答企業の「経営上の努力（記述回答）」から

＜人材確保＞ 

○人材確保の為、企業案内を関係先の広報誌に掲載した。同じく求人関係先への企業説明会に参加。
		  （北海道、建設・建築製品の製造販売）
○雇用分母拡大を目的とした、女性の生産現場採用と障害者雇用を実施。今後は一定の割合を保ちな
がら採用を増やして行く。	 （三重、電子材料向け特殊硝子の製造）

＜社員教育＞ 

○全社員を対象とした会議および勉強会を実施しました。例会でつかわれた資料を使って人口減少に
よる構造的不況の状況を共有。次に「今日における中小企業の経営課題」を共有。その後のグルー
プ討論を通じて、長い不景気で生き残っていくためには社員全員が意識をあらためて、成長に前向
きになり主体性を発揮することが必要であることを共有。	 （栃木、夜店屋台道具の製造と販売）
○6月決算に向け、上半期の振り返りと打つ手について全社員研修を、1日かけて行った。アクションプ
ランを一人一人の社員さんが自ら決め実践中。
		  （沖縄、清掃用品レンタル、ハウスケア、トータルコーティング）

＜生産性向上・DX ＞

○AIなどの情報ツールを利用した生産性向上手段の検討。労働時間削減のための業務効率化。
		  （宮城、パンの製造販売）
○生成AIのプロジェクトチームの設立で、事業計画書、作業計画書、社員個別データ（日常労務プロ
セス、ストレングスファインダー、面談結果、企業変革支援PGのスコア等）を加味した個別共育プ
ランの策定、見積作成プログラム作成など生産性向上の為のあらゆるチャレンジを実施している。
		  （東京、管工事業（空調衛生換気消防工事））

＜新規事業・販路開拓＞

○制度外ビジネスの立ち上げとして、外国人材支援部門において海外大学のインターンシップからの
特定技能受入に向けて海外大学との連携を行い、PoCとして自社内でインターンシップ受入準備を
して、受入実績と関係構築を目指しました。	 （茨城、介護事業・外国人材支援事業）
○円安が進んでいるので、海外の越境EC、特にアマゾンの海外販売を強化しようと考えています。
		  （香川、インターネット通販）

＜利益確保・コスト管理＞

○長いあいだ続けてきた夜勤操業も、仕事が少しずつ減少している情勢を考えると夜勤を廃止して昼
勤に統合し、労務費など工場経費を大きく減らすことを進める。
		  （静岡、保冷材、保冷用品の開発製造販売）
○価格転嫁についても中小企業診断士のサポートをいただき交渉の資料を作成し、交渉のポイントを
明確にした。おかげで4月からの価格を現行の11％アップすることに成功した。
		  （兵庫、電線の加工、ユニット組立）
○資金繰りが非常に苦しかったため、短期で売掛金を回収できる仕事を増やした。そのため、売上高、
利益ともに過去最高を記録することができる見通しである。	 （宮崎、農産乾物の加工・塩梅）
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企業を取り巻く経営環境の不確実性が増す中、設備投資の動向は今後の成長戦略や競争力を左右する重要な要
素となっています。そこで、DOR回答企業を対象に「2025 年度の設備投資」について調査を実施しました。（有
効回答数：875件）。

企業規模で分かれる設備投資の実態
2025 年度の設備投資額は、「101〜 500 万円」が 24%

で最も多く、次いで「1,001 〜 5,000 万円」と「実施し

ていない」がそれぞれ 16%となっています。

企業規模別では100人以上の企業で「1億円以上」が

39%に達する一方、5人未満の企業では「実施していない」

が47%と半数近くを占めており、企業規模による二極化

が顕著です。

地域経済圏別では、北陸・中部（14%）や関東（13%）で「1億円以上」の割合が比較的高くなって

います。

生産性向上と維持補修に集中
設備投資の主な目的は、「生産性向上・合理化・省力化」（49%）

と「維持・補修」（45%）に集中しています。

製造業では、「生産性向上」（60%）と「維持・補修」（57%）

のいずれも高く、効率化と既存設備の維持を重視する傾向が

見られます。一方、サービス業では「情報化・AI/ デジタル

社会への対応」（36%）が他業種に比べて高い点が特徴です。

設備投資の意思決定プロセスについては、「経営幹部・役員との協議」（54%）が過半数を占めましたが、

建設業では「経営者が単独で判断」（23%）する割合も比較的高くなっています。

また、企業規模別に見ると、5人未満では「経営者が単独で判断」（44%）が最多であるのに対し、

10人以上では「幹部との協議」が過半数を超えます。さらに、100人以上では 81%が「幹部との協議」

により決定しており、規模が大きくなるほど組織的な合意形成の重要性が高まっています。

投資は慎重姿勢が主流
今後 1年程度の投資スタンスについては、「必要最小限の

投資にとどめたい」（50%）とする慎重な姿勢が約半数を占め

ています。

業種別では、サービス業で「積極的に拡大したい」（26%）

が全体平均（22%）を上回り、比較的前向きな傾向が見られ

ます。一方、建設業では「必要最小限」（55%）とする回答が最も多く、慎重姿勢が際立っています。

今後の設備投資において重視される要素は、「業績の見通し」（59%）が最も多く、次いで「設備の

費用対効果」（36%）となっています。

　業種別では、流通・商業で「費用対効果」（41%）を重視する傾向が強く、地域経済圏別では北海

道・東北において「業績の見通し」（69%）を重視する声が特に多くなっています。

2026年1～3月期　ＤＯＲオプション調査
ＤＯＲ回答企業の「2025年度の設備投資」について
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